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はじめに 

 2020 年 1 月 14 日公表された平成 30 年国民健康栄養調査結果の概要１）によると、2018

年における喫煙率（現在習慣的に喫煙している者の割合、20 歳以上）は、男性で

29.0％、女性で 8.1%であった。そして、このうち加熱式たばこのみを使用しているものの

割合は男性で 22.1％、女性総数で 14.8％であり、紙巻きたばこおよび加熱式たばこを使用

しているものの割合は、男性総数で 8.5％、女性総数で 8.8％であった。加熱式たばこの使

用率（紙巻きたばことの併用を含む）は、男性で 8.9％、女性で 1.9％と計算される。この

大きさは、英国や米国における電子たばこの使用率（後述）と比べるとほぼ同じである。

ニコチン入りの電子たばこは、日本では医薬品として規制され、製造販売は認可されてい

ないが、欧米での電子たばこは、日本での加熱式たばこに比して約 10 年の古い歴史があ

る。そこで、欧米における電子たばこに対する意識（使用するようになった理由など）

や、電子たばこ単独使用者と紙巻きたばこ併用者の特性の比較、電子たばこによる禁煙効

果、電子たばこによる健康障害に関する調査研究をレビューして、中村班によって進行中

の加熱式たばこ使用者の実態把握と追跡調査の解析に役立たせることとした。 

 

電子たばこ使用の実態 

英国の ONS では、2014 年から Adult smoking habits in the UK2)の一環として 16 歳以

上の成人における電子たばこの使用について調査しているが、2014 年の 3.7％から 2018

年の 6.3％（男性 7.7％、女性 5.0％）に増加していた。年齢階級別には 35-44 歳で 8.5％

と最も高かった。また、紙巻きたばこの喫煙状況別の使用率は、現喫煙者で 15.0％、前喫

煙者で 12.5％、非喫煙者では 0.8％であった。一方、米国では Dai らが 2014 年から 2018

年の NHIS（National Health Interview Survey）のデータを分析して、2016 年の電子た

ばこ使用率は 2014 年には 3.5％であったが 2018 年には 3.2％に減少したこと、18-24 歳

の年齢階級での使用率は、男性で 10.2％、女性で 4.9％と高かったことを示した 3）。 

また、今後の加熱式たばこに関する分析の参考になるものとして、米国の NHIS 2014

のデータを用いて分析した Delnevo et al. (2016)の研究 4)と、Behavioral Risk Factor 

Surveillance (BRFS) 2016 のデータを用いて分析した Mirbolouk et al(2018)の研究 5)があ

る。Delnevo らは、紙巻きたばこの喫煙状況別に電子たばこの使用状況を調べて、電子た

ばこの使用は非喫煙煙者には少なく(0.4％)、4 年以上以前に禁煙した前喫煙者にも少ない

こと(0.8％)を示し、電子たばこの使用が紙巻きたばこの喫煙開始や喫煙再開につながらな
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いことを示した。残念ながら、日本の国民健康栄養調査では、紙巻きたばこの喫煙と加熱

式たばこの使用と別々に質問してはいないためにこのような分析はできないため、別個の

調査を行う必要がある。 

Mirbolouk らは、BRFS 2016 にデータで米国の電子たばこの使用率が 4.5％(男性

5.9%、女性 3.7％)であること、そして若い年齢層と男性に使用率が高いことを示し、さら

に慢性的な健康問題を有する者に電子たばこ使用率が高いことを示した。この点に関して

は、国民健康栄養調査の個票データを入手すれば分析できると考える。 

平成 30 年国民健康栄養調査の結果の概要に公表されているデータをもとに、加熱式た

ばこ使用の実態を性年齢階級別に整理して表１に示した。加熱式たばこ使用率は、女性よ

りも男性に多く、高年者層よりも若年者層に多い。また、加熱式たばこのみを使用するも

のの方が、加熱式たばこと紙巻きたばことを併用するものよりも多い。しかし、これ以上

の分析は、現時点で公表されているデータからはできない。たとえば、平成 30 年国民健

康栄養調査の結果の概要では所得の収入別の喫煙率が示されているが、加熱式たばこのみ

の使用、加熱式たばこと紙巻きたばこの併用、紙巻きたばこのみの喫煙に関しても世帯の

所得別に集計分析するべきである、このほか、国民健康栄養調査で得ることのできる他の

項目との組み合わせ集計もするべきである。このためには、手続きを踏んで、国民健康栄

養調査の匿名化した個別データを入手する必要がある。 

 

 

 

電子たばこに対する意識・使用するようになった理由 

 EU では定期的にたばこに関する意識調査を行っている。最新の調査は 2017 年に 27,901

人を対象に行われた 6)。EU28 カ国全体では電子たばこの現在使用率は 2％(英国では 5％)

で過去に使用したが現在は使用していないものが 4％であった。電子たばこを使用し始めた

理由は、「たばこ消費をやめるあるいは減らすため」が 61％、「電子たばこがたばこよりも

害が少ないと信じたから」が 32%、 「電子たばこがたばこよりも安いから」が 25％であっ

た（対象は電子たばこ現在および過去使用者 1565 人）。電子たばこの効果については、「た



179 

 

ばこの喫煙を完全にやめた」が 14％、「喫煙を一時やめたが再開した」が 10％、「喫煙量を

減らしたがやめなかった」が 17％であった(対象は電子たばこの現在および過去使用者、一

度でも電子たばこを試したもの 3612 人)。また、電子たばこの広告を知っている、あるいは

曝露されたものは 55％であった（対象は 27,901 人）。 

 米国において 2014 年に 2441 人の電子たばこ現使用者を対象として行われた調査 7）では 

電子たばこ使用の理由は、禁煙あるいは健康が 84.5％、他人への配慮が 71.5％、便利が

56.7％であった。 

 さらに 2 つの断面調査から 2012 年から 2017 年への電子たばこと紙巻きたばこの有害性

の意識の変化を調査した Huang らの研究 8）によると、電子たばこの有害性は紙巻きたばこ

よりも低いと考えるものが減少し、電子たばこの有害性は紙巻きたばこと同等だと考える

ものが増加し、さらに電子たばこの有害性は紙巻きたばこよりも高いと考えるものも増加

したことを示した。これを受けて、著者は、電子たばこの絶対的な有害性と紙巻きたばこに

比較しての相対的な有害性とを区別して正確に一般大衆に伝えることの重要性を指摘して

いる。 

 

電子たばこ使用者の特性 dual users と switchers との case-control の手法による比較  

Farsalinos らは、2013 年 4 月から 7 月まで世界規模のオンラインサーベイをおこなって

（19,414 人を対象、在住別内訳：ヨーロッパ 74.7％、アメリカ 20.7％、アジア 1.8％、オ

ーストラリア 1.1％、アフリカ 1.2％）電子たばこ使用者の特性を調査した 9)。当初の解析

では、電子たばこ使用者を現喫煙者すなわち dual user の 3682 人と前喫煙者すなわちスイ

ッチャー15,671 人との特性を比較した。しかし、この比較では両群に偏りがあるので、１：

１で性、年齢をマッチさせた 3530 のペアの間で比較した結果をその後発表している 10)。そ

の結果によると、dual user では喫煙歴が長く、1 日喫煙本数が少なかったが、依存度は

switcher と同程度であった。また、dual user では、第 1 世代の cigarette-like タイプや第

2 世代の eGo-style タイプの使用が多く、第 3 世代のタンク式の Mods タイプの使用やリキ

ッドの消費量が少なかった。また、電子たばこ使用開始の最も重要な理由として、switcher

では喫煙をやめるあるいは減らす、家族への喫煙への曝露を減らす、を挙げるものが多く、

dual user では公的な場所での喫煙を避けるためを挙げるものが多かった。多変量解析の結

果は、下記の表に示す通りで、dual user の最も強力な予測因子は、電子たばこ使用による

害を高く認識すること（害がない=1、喫煙よりは害が少ない=2、:喫煙と同程度の害がある

=3、喫煙よりも害がある=4 として電子たばこ使用による害の認識を評価）で、次いで、第

1 世代の電子たばこの使用、既成のニコチン入りリキッドの使用、電子たばこを時々使用す

ること、電子たばこ使用開始時のニコチンレベル（<18mg/ml）の順であった。 
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     (出典:  Farsalinos et al,(2015)10) ) 

 

一方、Adriaens らは、2016 年に dual user と switcher との間での電子たばこ使用態様

の比較に重点を置いて調査し、その結果を 2017 年に発表している 11)。対象は、ギリシャ国

民で、オンライン調査に参加した 40 人の dual user と 175 人の switcher で、調査結果は

下記の表のとおりである。Dual user は switcher に比べて週当たりのリキッドの使用量が

少ないが１日当たりのパフ数には有意差がなかった。また、dual user は switcher に比べ

て、電子たばこ使用の理由として禁煙よりも減煙を挙げるものが多く、電子たばこの効能を

経験することが少なく、実際的な困難やポジティブな結果よりもネガティブな結果を経験

することが多かった。 
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(出典：Adriaens et al.(2017)11)) 
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(出典：Adriaens et al.(2017)11)) 
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電子たばこと紙巻きたばこの dual users の追跡調査 

Persoskie A らは、dual user において電子たばこの害が紙巻きたばこの害に比して小さ

いと認識するものの方が 1 年後電子たばこ使用だけの switcher になりやすいどうかを、米

国の全国的な調査である Population Assessment of Tobacco and Health (PATH)の wave 2

（2014-2015 年調査）の対象を 1 年後の wave 3 で追跡して、調査した 12）。キーとした予

測因子は wave 2 における電子たばこの害の認識（電子たばこの害は紙巻きたばこの害に比

較してより小さい、同程度である、より大きいであり、わからない）であり、キーとしたア

ウトカムは wave 3 における過去 30 日間における電子たばこと紙巻きたばこの使用状況

(電子たばこのみの使用、紙巻きたばこのみの使用、双方の dual use、どちらも使用しない)

である。Wave 2 においては、dual user の 59.4％が電子たばこは紙巻きたばこよりも害が

少ないと認識していた。電子たばこの方が害が少ないと認識していたものが 1 年後の wave 

3 において電子たばこのみの使用者になった割合は、そうでないものに比して大きく（7.5％

対 2.7％）、調整オッズ比は 2.9（95%信頼区間：1.7-4.8）であった。電子たばこの方が害が

少ないと認識していたものが dual user にとどまる割合はそうでないものに比して大きく

（39.6％対 29.9％）、調整オッズ比は 1.5（95%信頼区間：1.2-1.8）であった。一方、紙巻

きたばこのみの喫煙者になる割合はそうでないものに比して小さく（44.8％対 59.4％）、調

整オッズ比は 0.6（95％信頼区間:0.5-0.7）であった。これらの結果から、著者は、米国で

は、電子たばこの害が紙巻きたばこの害よりも小さいと認識する dual user は、他の認識の

ものよりも電子たばこのみのスイッチャーになりやすいと考えられると結論した。 

  

電子たばこの禁煙効果 ―ＲＣＴ－ 

加熱式たばこによる禁煙効果は、電子たばこの禁煙効果と同様、きちんとした

Randomized Controlled Trial (RCT)によって検証することが必要である。2016 年に公表

された電子たばこの禁煙効果に関するコクランレビュー13)では、2 つの RCT を統合して、

ニコチンを含む電子たばこでは、ニコチンを含まないプラセボの電子たばこに比して、6

か月間の禁煙成功率は有意に高い一方(RR 2.29, 95% CI 1.05 to 4.96; プラセボでの禁煙成

功率 4%に対して電子たばこでは 9%; RCT 参加者数: 662 人. GRADE: low)、ニコチンパ

ッチと比較して禁煙成功率の有意差はなかった(RR 1.26, 95% CI 0.68 to 2.34; 参加者数

584 人. GRADE: very low)としている。 

ここで GRADE が low、あるいは very low と評価されたのは、参加者数が少ないため禁

煙成功の RR の信頼区間の幅が大きい、あるいは RR の推定値が不確かであるためであ

る。また、これらの RCT で用いられた電子たばこは初期の、ニコチン量が十分に送達さ

れないものであるので、新しい世代の電子たばこを用いての RCT が必要との指摘もなさ

れていた。 

その後、Hajek らが、英国の禁煙サービス（U.K. National Health Service stop-

smoking services）の来所者 861 人を対象として、電子たばこ（a second-generation 

refillable e-cigarette with one bottle of nicotine e-liquid 18 mg per milliliter）とニコチ
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ン代替療法（NRT）との禁煙効果を比較する RCT を実施して、1 年後の禁煙率は電子た

ばこ群で 18.0％、NRT 群で 9.9％であり、相対リスクは 1.8（95％信頼区間：1.30-2.58）

であることを示して、電子たばこの禁煙効果は明確になった 14)。なお、Hajek らは、紙巻

きたばこと電子たばことの dual user を対象として varenicline への関心とその効果を見

るための追跡調査 (Duo study)も実施しつつある 15)。 

また、Walker らは、ニュージーランドにおいて、ニコチンパッチと電子たばことの組

み合わせの禁煙効果をみるため、メディア広告で募集した 1124 人を対象として RCT を実

施した 16)。ニコチンパッチとニコチン入り電子たばこ（第 2 世代の eVOD）群（500

人）、ニコチンパッチとニコチンなしの電子たばこ群（499 人）、ニコチンパッチのみ群

（125 人）の 6 か月間継続禁煙割合（呼気 CO 検査で確認）は、各々7％、4％、2％で、

前 2 者の間には有意差が認められた。 

 

電子たばこの禁煙効果 ―断面調査― 

実世界での電子たばこの禁煙効果に関しては、英国での Smoking Toolkit Study の断面

調査データを活用した Brown らの研究 17)がある。彼らは、過去 12 か月間に喫煙していて

少なくとも 1 回は禁煙しようとした 5863 人の禁煙方法別の禁煙成功率を調査して、電子

たばこを用いたものの調整禁煙オッズ比は薬店薬局で購入した NRT に比して 1.63 倍(95%

信頼区間:1.17‐2.27)高く、自力で禁煙しようとしたものに比し禁煙オッズ比は 1.61 倍

(95%信頼区間:1.19‐2.18)高かったことを示した。Beard らは、同じく Smoking Toolkit 

Study の 2006 年から 2015 年までの 4 半期毎の時系列データにもとづき、電子たばこ使

用率が禁煙企図における禁煙成功の割合と正に相関することを示した 18)。 

また、Giovenco ら 19)は、米国の 2014 年と 2015 年の National Health Interview 

Survey(NHIS)のデータから、最近の喫煙者(recent smokers、すなわち現喫煙者と前喫煙

者のうち 2010 年以降に禁煙したもの（15,532 人）を分析対象として、電子たばこの使用

状況を調査した。前喫煙者は 3739 人で、総数の 25.2％であった。電子たばこの使用は、

総数では、毎日使用が 5.1％、時に使用が 9.8％、以前に試したが 33.1％であった。電子た

ばこの使用状況別に前喫煙者の割合を見ると、毎日使用するもので 52.2％、時に使用する

もので 12.1％、以前に試したもので 20.2％、使用したことがないもので 28.2%であった。

下記の表に示すように、電子たばこを毎日使用するものの使用しないものに対する禁煙の

調整オッズ比は、3.18（95％信頼区:2.67-3.79）と計算された。 
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Table 2 Prevalence and adjusted prevalence ratios (aPR) of population smoking 

cessation among recent smokers a , National Health Interview Survey, 2014–2015 

 

(出典: Giovenco et al19)) 

 

一方、Zhu ら 20)は、TUS-CPS（Tobacco Use Supplement-Current Population 

Survey）のデータを用いて、現喫煙者の 38.2％、1 年以内に禁煙したものの 49.8％が電子

たばこを使用したことがあること、過去 1 年間に電子たばこを使用したものでは使用しな

かったものに比して、禁煙を企図したものが多く（65.1％対 40.1％）、禁煙成功した（3 ヶ

月以上）ものが多かった（8.2％対 3.5％）ことを示した。 

 
（出典 Zhu et al. 201720）） 
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また、Levy らは、2014/2015 年の TUS-CPS のデータを用いて、下図に示すような枠組

みで 1 年前の喫煙者を分類して、禁煙企図者と禁煙成功者（3 ヶ月以上禁煙）を把握し

て、過去 1 ヶ月間の電子たばこ使用の頻度との関連を調査した 21）。その結果は、表に示す

とおりで、禁煙を企図したものの割合は電子たばこ使用者で高く、成功したものの割合

は、過去 30 日中 25 日以上電子たばこを使用したもので高かった。 

 

 

(出典：Levy et al（2018）21)） 

 

また、Johnson らは、2006 年から 2016 年までの NHIS のデータと 2006-2007 年、

2010-2011 年、2014-2015 年のデータから 25-44 歳のデータ（各々26354 人、33627 人）

を用いて、過去 12 ヶ月間の禁煙企図および禁煙成功の割合を調べて、最近増加している

こと、そして電子たばこの使用が禁煙企図、禁煙成功と関連していることを示した 22)。 



187 

 

米国と英国以外のデータとしては、Farsalinos らの EU における研究がある 23）。

Farsalinos らは、2017 年の EU28 カ国における 13057 人の調査データを用いて電子たば

こ非使用者に対して現在毎日使用者では 2 年以内の前喫煙者の調整 prevalence ratio が

4.96 倍と有意に高く、3-5 年の前喫煙者では 3.20 倍と有意に高いことを示した。 

 

 

（出典:Farsalinos et al. 2020 23）） 

また、2017 年 2 月、Hirano ら 24)は、日本におけるインターネット調査のデータを用い

て、過去 5 年間に禁煙に取り組んだ約 800 名について、禁煙方法と禁煙成功者数、失敗者

数を調査、分析を行い、電子たばこ使用者では非使用者に比し禁煙できたものが 38％少な

く、「電子たばこ」の禁煙効果は認められなかったと報告したが、これは断面調査であって

追跡調査ではないためリコールバイアスが入り込むという方法論上の問題点に加えて、日

本の「電子たばこ」にはニコチンを含まない電子たばこを含め雑多なものが含まれているこ

となどの問題点を指摘しなければならない。  

以上に示した断面調査には、電子たばこの禁煙効果を見るには偏り等が入り込むため問

題が多いと言わざるを得ない。 

 

電子たばこの禁煙効果 ―追跡調査― 

Biener ら 25)は、米国の大都市圏住民 5155 人に対する電話調査で 1675 人の喫煙者を特

定し(2011/12 年) 、1374 人からの承諾を得て 695 人に対して追跡を行った（2014 年 1 月

から 3 月、追跡率：50.6％）。1 年後禁煙のオッズは、電子たばこの高度使用者（少なくと

も 1 ヶ月以上毎日使用）では非使用者に比べて 6.07 と有意に高かった。 

Brose ら 26)は、英国の調査機関 Ipson Mori が 2012 年に実施したオンライン調査から

4064 人の喫煙者を把握し 1 年後追跡できた 2182 人（追跡率:43.6％）のデータに基づき、
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ベースラインにおける電子たばこの毎日使用者では禁煙を企図するものは多かったが禁煙

するものは少なかったことを示した。ただし、追跡率が低いことを問題点としてあげてい

た。さらに、Hitchman ら 27)は、英国の Ipson Mori のパネルを利用して、2012 年 11 月

から 12 月に把握した 6165 人の喫煙者のうちベースライン調査を実施できた 5000 人を対

象として 1 年後の 2013 年 12 月に追跡調査を実施した。そして、ベースライン調査で現喫

煙者であった 4064 人のうち追跡調査を実施することができた 1759 人（追跡率: 

43.3％）を対象として分析を行った。その結果は、下記の表に示すとおり、追跡時点で

タンク式の電子たばこを毎日使用していたものでの禁煙オッズは、電子たばこを使用して

いなかったものに比して 2.69 倍高かったが、cigalike の電子たばこ毎日使用者やタンク式

電子たばこ使用者でも毎日は使用していないものでは電子たばこ非使用者と差はなかっ

た。 

 

 
(出典：Hitchman SC et al.（2015)27）） 

 

一方、Benmarhnia ら 28)は、米国の喫煙に関する代表的な調査である US Population 

Tobacco Assessment of Tobacco and Health (PATH) の Wave 1 (2013-2014 年に実施)の約

1 年後に実施された Wave 2 のデータ（Wave 1 で把握された現喫煙者のうちの 8861 人、

81.7％）を用いて解析して、過去 1 年間に禁煙を企図したもののうち 25.2％が電子たばこ

を使用しており、バレニクリン（5.7％）、ブプロピオン（3.1％）、ニコチン代替療法

（18.7％）よりも多かったこと、そして propensity score matching の結果、30 日間禁煙

継続する確率の差は、電子たばこでは 6％で有意差があったが、他の禁煙補助薬では有意

差は認められなかったことを示した。 
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（出典：Benmarhnia et al.(2018)28)） 

さらに、Berry ら 29)は、米国の Population Assessment of Tobacco and health Survey 

(PATH)の枠組みを用いて追跡調査を行った。 PATH の Wave 1 は 2011 年 9 月から 2014

年 12 月に 18 歳以上の 32320 人を対象として実施され、Wave 2 は 1 年後の 2014 年 10 月

から 2015 年 10 月日実施された。追跡実施率(retention rate)は 83％であった。その結果

は次の図表に示すとおり、wave 2 で電子たばこを毎日使用するものでは非使用者に比べ

て、wave2 時点で 30 日間禁煙しているオッズが 7.88 と有意に高かった。 
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(出典：Berry et al (2019)ら 29)) 

 

 以上から、電子たばこによる禁煙効果を調査するには、追跡調査が必須で、かつ、研究

結果を評価する場合には、電子たばこの種類、電子たばこ使用の強度（量、頻度）、そし

て追跡率に注意が必要であることがわかる。加熱式たばこは、電子たばこに比べて種類が

多くはないが、加熱式たばこによる禁煙効果を評価する場合、加熱式たばこ使用強度と追

跡率には注意を要する。 

 

電子たばこによる健康改善あるいは健康障害 

電子たばこ使用による健康改善あるいは健康障害を見るためには、長期間追跡して死亡

あるいは罹患リスクを測定することが必要である。ここで、注意するべき点は、電子たばこ

使用者のほとんどすべてが前喫煙者であることである。たとえば、Bhetta DN ら 30）は、

Population Assessment of Tobacco and Health (PATH)の wave1,2,3 のデータを用いて追

跡調査の形で、wave1 での紙巻きたばこの喫煙および電子たばこ使用の状況別に呼吸器疾

患の罹患を比較し、電子たばこ使用者での呼吸器疾患罹患リスクは非使用者に比して 1.29

倍と高く、電子たばこの使用は、紙巻きたばこ喫煙と同様に、呼吸器疾患のリスクを高める

と結論した。しかし、これは電子たばこ使用者のほとんどすべてが前喫煙者であることが考

慮されていない。電子たばこにスイッチすると呼吸器疾患のリスク(1.29)は紙巻きたばこ喫

煙の継続の場合のリスク(2.56)に比べて小さくなると解釈するべきだと筆者は考える。 
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 (出典：Bhetta DN et al (2020)30）) 

 

今後、日本においても、日本版 National Death Index の仕組みが整備されて、平成 30 年

国民健康栄養調査の対象と照合して追跡することができるようになることを筆者は期待す

るが、紙巻きたばこの喫煙状況、加熱式たばこの使用状況別の死亡リスクの解釈においては

同様の注意を要すると考える。 

なお、Osei ら 31)は、2016 年と 2017 年の Behavioral risk Factor Surveillance のデータ

を用いて、電子たばこと紙巻きたばこの使用と、慢性呼吸器疾患の診断の有無との関連を断

面調査の手法で調査して、下記の図に示す結果を得た。断面調査の限界を考慮しなければな

らないが、紙巻きたばこなど燃焼性たばこを喫煙したことがないグループにおいて、電子た

ばこの現在使用者における使用したことがないものに比べてのオッズ比は 1.75 と有意に高

かった。これは、電子たばこの呼吸器への有害性を示唆する所見であるとして、著者は、燃

焼性たばこを使用したことのない電子たばこ使用者の追跡調査が必要だと結論している。 
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(出典: Ose et al. (2020)31)) 

 

ところで、FDA は、Swedish Match 社が提出した ブランド名”General’のスヌース"の低

減リスクたばこ製品（Modified Risk Tobacco Product, MRTP）の申請に対して、2019 年

10 月 22 日にこれを承認した 32)。また、米国の Altria グループの U.S. Smokeless Tobacco 

Company が提出した無煙たばこ Copenhagen brand of fine-cut moist snuff の MRTP の申

請に対して、2019 年 2 月 6、7 日に開催された FDA の諮問委員会は 8：0(棄権 1)で賛成し

た 33)。 

一方、スイスに本社のあるたばこ会社 Philip Morris は 2016 年 12 月に FDA に対して

加熱式たばこアイコスの MRTP の申請をおこない、(1)紙巻きたばこからアイコスに完全に

スイッチすると喫煙関連疾患のリスクが減少する、(2)アイコスに完全にスイッチすると紙

巻きたばこの喫煙を継続するよりも害が軽減する、(3)紙巻きたばこからアイコスに完全に

スイッチすると有害物質への曝露が有意に減少するとの 3 つのメッセージの承認を求めた。

これに対して、2018 年 1 月 24、25 日に開催された諮問委員会では、(3)には賛成としたも

のの、(2)には 5：4 で否決、(1)には 0：8（棄権 1)で否決という結果であった 34）。 

Snus には、スウェーデンの経験（snus が男性において広く使用されているスウェーデン

では、男性の喫煙率と肺がん死亡率がヨーロッパで最低）というデータがあり 35)、米国の

smokeless tobacco に関しては追跡調査のデータがある 36)。しかし、アイコス使用者の追跡

調査データは現時点ではないため上記の結果となったと考える。アイコスを含めて加熱式

たばこが広く使用されている日本でこそ、加熱式たばこ使用者の追跡調査を実施する必要

がある。 
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米国における電子たばこに対する懸念と厳しい規制 

米国においては、2009 年に成立した Family Smoking Prevention and Tobacco Control 

Act (家族喫煙防止及びたばこ規制法)37）、2016 年 8 月 8 日から施行された deeming rule

（たばこ製品の定義に該当するとして判断する規則)38)により電子たばこは「たばこ製品」

とみなされ、紙巻きたばこなどの燃焼性たばこと同列に扱われることとなった。そして、

FDA の認可を受けていないたばこ製品は非常に煩雑な PMTPA と 93 種類の有害成分

（Harmful and Potentially Harmful Constituents)の報告をして審査を受けなければなら

なくなった 39）。2007 年 2 月 15 日以前から販売されているもの（多くの紙巻きたばこはこ

れに該当する）は適用除外とされた一方、ほとんどすべての電子たばこは 2007 年 2 月 15

日時点では存在しなかったので、この申請と報告は必須となる。これには、非常に高価に

つく調査に基づく膨大なデータが求められる。しかも、申請の締め切りは 2020 年 5 月 12

日までとされている。 

米国における電子たばこに対する厳しい規制の背景には青少年における電子たばこの流

行があるが、これに加えて、最近大きく報道された電子たばこ関連肺障害(e-cigarette, or 

vaping, product use-associated lung injury, EVALI)によってさらに厳しい規制へと動き

つつある。2019 年 9 月 11 日、米国政府は、青少年における電子たばこの流行を抑えるた

めフレイバー(風味)付きの電子たばこを追放する方針を示した 40)。ただし、この方針は、

11 月 22 日撤回され 41)、2020 年 1 月 2 日 FDA はメンソールとタバコ以外のフレーバー

付きの電子たばこの禁止の枠組み（使用者が自分でフレーバーを加えることのできる「オ

ープンタンク」型の電子たばこは規制の対象外）を発表した 42)。なお、電子たばこを含む

たばこの購入可能年齢を 18 歳から 21 歳に引き上げる法案(“tobacco 21”)43)が 12 月 19 日

に議会にて可決、成立している。 

青少年における電子たばこの流行は、特に、パソコンの USB メモリースティックに類

似した形態の JUUL の発売(2015 年)によって爆発的なものとなった。ここで問題となった

のが、電子たばこが紙巻きたばこの gateway(入口)となるのではないかという懸念であ

る。しかし、電子たばこが紙巻きたばこの入口となるとの議論は多くのエビデンスによっ

て否定されている。電子たばこを使用する青少年はその後紙巻きたばこを喫煙する可能性

が高いという追跡調査があるが、これは青少年のあるものはどちらのたばこ製品も試す傾

向があるという Etter の共通傾向理論で説明できる 44)。Etter は、電子たばこの規則的使

用（少なくとも週に 1 度）は過去に喫煙していたものに限られていること、また、青少年

における紙巻きたばこ喫煙率は減少を続けており、電子たばこが紙巻きたばこ喫煙率の減

少を妨害していることはないことを示して議論を展開している。 

電子たばこ関連肺障害（EVALI）に関しては、当初は、報告された EVALI 症例に共通

する要因が電子たばこの使用であることから電子たばこそのものによるものと考えられ、

名称も電子たばこ関連肺障害とされ、電子たばこの使用をやめるようにとの勧告が示され

た 45)。しかし、その後調査が進むにつれて、その原因の大部分は、電子たばこそのもので

はなく、闇市場などで売買される tetrahydrocannabinol (THC、大麻・マリファナの主成
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分)を含むリキッド（溶液）の使用によるものであることが判明した。2019 年 10 月 15 日

現在で情報の得られた患者 867 例のうち、THC を含む電子たばこを使用したと回答した

ものが 86%、ニコチンを含む電子たばこしか使用していないと回答したもの 11%であった

と報告されている 46)。そして、2019 年 11 月 8 日 CDC は、THC リキッドの増粘剤

(thickening agent)として添加されるビタミン E アセテートが EVALI の有力な原因だと発

表した。12 月 20 日のＣＤＣからの発表によると、51 例の EVALI 患者から採取した

BAL( bronchoalveolar lavage、気管支肺胞洗浄液)の検査で 48 例(94％)にビタミン E アセ

テートが検出されたとのことである。検出されなかった 3 例はいずれも EVALI の確実例

(confirmed cases)ではなく可能性が高いとされた症例(probable cases)であった。また、対

照の 99 例の BAL 液からビタミン E アセテートが検出されたものはゼロであった 47)。 

日本では、ニコチンを含む電子たばこは医薬品として規制され、製造・販売の認可を受

けたものはないが、個人輸入は可能である。米国における電子たばこに対する懸念や規制

を受けて、加熱式たばこに対しても同様の懸念がありうるとしてその使用を控えるべきだ

とする議論が一部でなされている。しかし、尾崎らの中高生の喫煙及び飲酒行動に関する

全国調査(平成 29 年度)48)によると、加熱式たばこの月使用率は中学で 0.5％(男子 0.6％、

女子 0.4％％)、高校で 0.9％(男子 1.2％、女子 0.6％)、毎日使用率は中学で 0.1％(男子

0.1％、女子 0.1％)、高校 0.1％(男子 0.1%、女子 0.0%)であり、青少年における加熱式た

ばこの流行は認められていない。また、EVALI 症例は日本では報告されていない。なお、

たばこ葉を直接加熱する高温加熱式たばこ（アイコス、グロー、プルームエス）の場合

は、加熱式たばこのデバイスにより闇市場で購入した THC を含むリキッドを使用するこ

とは物理的に不可能だと考える。 

なお、オーストラリアでは、英国やこれまでの米国と異なり、電子たばこは当初から禁

止されてきた。その結果として、オーストラリアでは、2013 年当時はイングランドや米国

に比して低かった成人の紙巻きたばこ喫煙率が、2018 年にはイングランドや米国よりも高

くなってしまったとするコメント 49)や、2010 年当時は米国とほぼ等しかったオーストラ

リアの 18-24 歳の若年成人における喫煙率が、その後の米国でのより顕著な減少により、

2018 年には差をつけられてしまったとするコメント 50)が最近示されている。これらは生

態学的データであるためこれだけで結論付けることは困難ではあるが、電子たばこが紙巻

きたばこの代替ニコチン送達システムとして機能することを示唆するものだと考える。 
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 (出典 Mendelsohn C et al.(2020)49)) 

 

(出典：Mendelsohn CP and Hallb W50)） 
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